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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第２四半期
連結累計期間

第23期
第２四半期
連結累計期間

第22期

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日

自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日

自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日

売上高 (千円) 4,162,976 5,730,587 9,030,892

経常利益 (千円) 1,530,567 1,918,926 3,000,455

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 937,361 1,151,756 1,853,449

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 965,017 1,115,757 1,885,369

純資産額 (千円) 7,264,845 16,630,290 16,186,351

総資産額 (千円) 31,912,988 49,203,101 41,831,736

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.14 31.01 52.60

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 27.12 31.00 52.57

自己資本比率 (％) 22.8 33.8 38.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 6,851,327 3,451,868 3,709,772

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △660,768 △1,788,483 △1,374,094

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △534,934 △625,703 7,398,573

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 26,027,658 31,127,920 30,113,605

回次
第22期

第２四半期
連結会計期間

第23期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.36 14.94

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．純資産額には、経済的実態を重視し、当社と役員報酬BIP信託は一体であるとする会計処理を採用し、役員

報酬BIP信託が所有する当社株式を「自己株式」に含めております。一方、１株当たり四半期(当期)純利益

金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額の算出にあたっては、役員報酬BIP信託の所有

する当社株式が配当請求権を有していることから、上記の当社株式を自己株式数に含めておりません。

４. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに追加した重要な契約等は以下のとおりであります。

当第２四半期に締結した契約

マルチペイメントサービスに関する契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

GMOペイメント
ゲートウェイ㈱

（当社）
㈱電算システム 日本 料金等収納代行委託契約書

平成27年８月17日から
平成28年８月16日まで

（以後１年ごとの自動更新）

当第２四半期に解約した契約

マルチペイメントサービスに関する契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

GMOペイメント
ゲートウェイ㈱

（当社）
東日本電信電話㈱ 日本

料金回収代行業務等におけ
る業務代行契約書

平成27年３月24日から
平成28年３月31日まで

（以後１年ごとの自動更新）

GMOペイメント
ゲートウェイ㈱

（当社）
西日本電信電話㈱ 日本

料金回収代行業務等におけ
る業務代行契約書

平成27年２月20日から
平成27年３月31日まで

（以後１年ごとの自動更新）

（注）平成28年3月31日付解約で合意しました。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び子会社)が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国の経済環境は、政府の経済財政政策や日銀による金融緩和策を背景とし、雇用

情勢や個人消費が改善傾向にある一方、中国経済下振れの波及リスクや原油価格の下落などに伴う海外景気に対す

る不透明感及び急激な為替変動により、景気の持ち直しペースは依然緩やかなものにとどまっております。

当社グループの事業が立脚する非対面商取引市場については、スマートフォンの普及や物流の改革など外部環境の

好影響により、物販のBtoC EC市場が成長を続けているほか、物販以外のサービス領域におけるEC化も進行している

ことに加え、BtoBのEC化やCtoC ECの著しい成長などEC市場の領域も拡大しております。

クレジットカード業界においても、クレジットカードショッピングが好調に推移する中、インターネット購買をは

じめ、公共料金・税金などの公金や医療等の生活に密着した支払い分野など非対面でのクレジットカードの利用が

浸透し、今後も拡大することが見込まれております。

このような状況の中、当社グループは、事業規模の拡大を図るため、以下のとおり事業を推進いたしました。

当社グループは、当社、当社連結子会社のGMOイプシロン㈱・GMOペイメントサービス㈱・GMO PAYMENT GATEWAY

PTE. LTD.などからなり、GMOインターネット㈱の連結子会社として、クレジットカード等の決済代行事業、金融関

連事業、その他の決済に付帯する事業を行っております。

当社グループは、お客様の業態・規模・課金形態に対応し幅広いサービスを提供しております。当第２四半期連結

会計期間末の稼働店舗数は、平成27年９月末比8,362店舗増加の67,921店となりました。

また、決済処理件数と決済処理金額は好調に推移いたしました。
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［稼動店舗数推移］

平成24年９月末 平成25年９月末 平成26年９月末 平成27年９月末 平成28年３月末

稼動店舗数(店) 38,949 44,328 49,725 59,559 67,921

(注)稼動店舗数とは、当社決済代行サービスを利用するための店舗（加盟店）毎のIDの個数です。当社グループと

契約状態にあり、当システムに接続され、原則としていつでも決済処理可能な店舗の数を意味します。

なお、「GMO後払い」や「GMO-PG集客支援サービス」など決済代行サービス以外の店舗数は含みません。

BtoC EC市場、BtoB及びCtoC EC市場におけるオンライン課金分野において、当社及びGMOイプシロン㈱が行っている

決済代行事業は好調に推移いたしました。また、当第２四半期連結累計期間において、FinTech（金融とITの融合）

サービスの展開として、株式会社北國銀行へスマートフォン決済サービス「GMO Pallet」をOEM（委託者のブランド

で製品を生産すること）提供いたしました。連結子会社であるGMOイプシロン㈱は、個人や小規模のEC事業者に向け

てマルチ決済サービスを提供しており、同社の業績は順調に伸長しております。

公共料金・税金などの公金やその他生活に密着した月額サービスの支払いの継続課金分野においては、クレジット

カードが利用できるよう、市場の開拓・拡大に努めてまいりました。当社は、日本年金機構や東京都の「都税クレ

ジットカードお支払サイト」（https://zei.tokyo）をはじめとする全国の地方自治体など公的機関に向けて決済代

行サービスの提供を行っております。なお、東京都に続き、福岡市の市税クレジットカード納付に、当社サービス

が採用され、2016年４月１日より決済処理サービスの提供及び「福岡市税クレジットカードお支払サイト」の制

作・運営を行っております。

金融関連事業につきましては、連結子会社であるGMOペイメントサービス㈱を通して、後払い型の決済サービス

「GMO後払い」を提供しております。「GMO後払い」は消費者ニーズが高い決済手段として加盟店への導入が進み、平

成25年５月の事業開始以降、決済処理件数と決済処理金額が好調に推移しております。また、加盟店のニーズに応

える入金サイクルを設定しキャッシュ・フロー改善に資する「早期入金サービス」や、成長資金を融資するトラン

ザクションレンディング、「GMO-PG送金サービス」などのマネーサービスビジネス（MSB）を提供しております。

その他の決済に付帯する事業につきましては、当社加盟店の売上向上に繋がる「GMO-PG集客支援サービス」、SSLサ

ーバー証明書の提供、配送サービスなどを提供しております。

海外事業に関しては、東南アジア５拠点に子会社等を設立し、同地域に進出する日本の加盟店に同地域における現

地での必須の決済手段をまとめて提供する「GMO-PG Global Payment」を提供しております。また、有望決済代行会

社と資本業務提携等をするための「GMO Global Payment Fund」による出資活動を引き続き推進し、出資先の現地決

済代行会社の業績も順調に推移いたしました。世界の成長センターである東南アジアを中心とした地域の潜在的な

成長力を、中長期的に当社グループの事業成長に取り込むべく、引き続き「GMO-PG Global Payment」と「GMO

Global Payment Fund」との両輪でシナジーを効かせながら着々と布石を打っております。

（注）平成28年４月に「GMO-PG Global Payment」の名称を「Z.com Payment」に変更しております。

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は5,730,587千円(前年同期比37.7％増)と

なりました。なお、売上高の内訳はイニシャル売上は303,359千円(前年同期比22.1％増)、ランニング売上は

2,990,695千円(前年同期比30.7％増)、加盟店売上は2,436,532千円(前年同期比49.9％増)となっております。
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営業費用に関しては、売上高の増大に伴うスケールメリットの享受がある一方、「GMO-PG送金サービス」や「GMO後

払い」の好調等による売上高原価率の上昇要因もあり、売上原価は1,297,883千円(前年同期比51.3％増)となりまし

た。また販売費及び一般管理費は、一部マネーサービスビジネス（MSB）の拡大に伴う販売費の増加や人員増加によ

る人件費の増加などにより2,553,548千円（前年同期比40.5％増）となり、この結果、営業利益は1,879,155千円(前

年同期比26.3％増)となりました。

営業外損益については、持分法適用関連会社であるGMOフィナンシャルゲート㈱の業績拡大による持分法による投資

利益が発生したこと等により66,230千円の営業外収益を計上し、経常利益は1,918,926千円（前年同期比25.4％増）、

売上高経常利益率は33.5％になりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は1,151,756千円（前年同期比22.9％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当社グループはクレジットカード等の決済代行事業のみを事業内容とする単一セグメントでありましたが、

第１四半期連結会計期間より、量的な重要性が増加したことに伴い、報告セグメントの区分を、決済代行事業、金

融関連事業、その他に変更しており、以下の前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメ

ント区分に組み替えた数値で比較しております。

決済代行事業につきましては、EC市場の成長及び領域の拡大に伴う決済処理件数及び決済処理金額の増大に加え、

大手事業者からのシステム開発案件の受注などが好調に推移いたしました。この結果、売上高は4,189,434千円(前

年同期比20.1％増)となり、セグメント利益(営業利益)は2,488,036千円(前年同期比21.3％増)となりました。

金融関連事業につきましては、「GMO-PG送金サービス」や「GMO後払い」などのマネーサービスビジネス(MSB)が伸長

いたしました。この結果、売上高は947,523千円(前年同期比216.9％増)となり、セグメント利益(営業利益)は

95,879千円(前年同期はセグメント損失(営業損失)25,813千円)となりました。

その他につきましては、特に「GMO-PG集客支援サービス」が好調に推移し、また、SSLサーバー証明書の販売及び配

送サービスも順調に推移いたしました。この結果、売上高は593,850千円(前年同期比57.7％増)となり、セグメント

利益(営業利益)は76,479千円(前年同期比78.2％増)となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、期首残高に比べ1,014,314千

円増加し、31,127,920千円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローは以下のとお

りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は3,451,868千円(前年同期は6,851,327千円の獲

得)となりました。これは主に法人税等の支払851,198千円、リース債権の増加2,419,322千円及び前渡金の増加

888,126千円により資金が減少したものの、税金等調整前四半期純利益1,916,352千円の計上及び預り金5,739,215

千円の増加によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は1,788,483千円(前年同期は660,768千円の使用)

となりました。これは主に投資有価証券の取得による支出1,373,026千円及び無形固定資産の取得による支出

281,369千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は625,703千円(前年同期は534,934千円の使用)と

なりました。これは主に配当金の支払額597,859千円によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 102,400,000

計 102,400,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年５月12日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 37,150,500 37,150,500
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数 100株

計 37,150,500 37,150,500 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年１月１日～
平成28年３月31日

－ 37,150,500 － 4,712,900 － 4,972,821
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(6) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

GMOインターネット㈱ 東京都渋谷区桜丘町26－１ セルリアンタワー 19,186,100 51.64

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 2,037,100 5.48

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,250,800 3.36

相浦 一成 東京都世田谷区 1,000,100 2.69

日本マスタートラスト信託銀行㈱
(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 970,800 2.61

STATE STREET CLIENT OMNIBUS
ACCOUNT OM02
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店カストディ業務部)

P.O.BOX 1631 BOSTON, MASSACHUSETTS
02105-1631, USA
(東京都中央区日本橋３－11－１)

802,800 2.16

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG
S.A. 380578
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6, ROUTE
DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG, LUXEMBOURG
(東京都中央区月島４－16－13)

408,700 1.10

CHASE MANHATTAN BANK GTS
CLIENTS ACCOUNT ESCROW
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE
STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM
(東京都中央区月島４－16－13)

389,853 1.04

資産管理サービス信託銀行㈱(証
券投資信託口)

東京都中央区晴海１－８－12 晴海アイランドト
リトンスクエア オフィスタワーＺ棟

366,900 0.98

STATE STREET LONDON CARE OF
STATE STREET BANK AND TRUST,
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON
BRANCH CLIENTS-UNITED KINGDOM
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店カストディ業務部)

ONE LINCOLN STREET，BOSTON MA USA 02111
(東京都中央区日本橋３－11－1)

360,000 0.96

計 ― 26,773,153 72.06
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,500 － －

完全議決権株式(その他)(注) 普通株式 37,142,200 371,422 －

単元未満株式 普通株式 5,800 － －

発行済株式総数 37,150,500 － －

総株主の議決権 － 371,422 －

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式331,400株(議決権3,314個)

が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

GMOペイメント
ゲートウェイ㈱

東京都渋谷区道玄坂
一丁目14番６号

2,500 － 2,500 0.00

計 － 2,500 － 2,500 0.00

(注) 上記のほか、役員報酬BIP信託が所有する当社株式331,400株を連結財務諸表上、自己株式として処理しておりま

す。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年１月１日から平成28

年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年10月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,152,630 31,171,552

売掛金 2,117,007 2,693,129

リース債権 2,293,947 4,713,269

商品 1,062 2,663

貯蔵品 617 1,011

前渡金 2,303,428 3,191,554

前払費用 67,830 94,012

繰延税金資産 220,805 170,710

未収入金 1,156,824 1,354,947

その他 341,591 653,391

貸倒引当金 △186,253 △258,099

流動資産合計 38,469,492 43,788,143

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 73,559 68,200

工具、器具及び備品（純額） 49,373 48,294

その他 92,564 87,965

有形固定資産合計 215,497 204,460

無形固定資産

のれん 24,707 23,406

商標権 119 69

ソフトウエア 751,499 810,753

その他 158,485 319,416

無形固定資産合計 934,811 1,153,646

投資その他の資産

投資有価証券 1,437,144 2,762,389

関係会社株式 139,047 283,414

その他の関係会社有価証券 343,047 346,492

役員及び従業員に対する長期貸付金 1,443 1,204

破産更生債権等 25,545 24,853

長期前払費用 2,570 29,475

敷金及び保証金 223,818 570,962

繰延税金資産 64,863 62,912

貸倒引当金 △25,545 △24,853

投資その他の資産合計 2,211,935 4,056,850

固定資産合計 3,362,243 5,414,957

資産合計 41,831,736 49,203,101
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 985,850 1,269,148

未払金 1,911,844 2,574,162

未払法人税等 795,544 666,425

未払消費税等 73,108 33,479

前受金 48,698 417,401

預り金 21,184,305 26,923,520

賞与引当金 337,334 208,704

その他の引当金 58,700 207,100

その他 52,800 55,597

流動負債合計 25,448,186 32,355,540

固定負債

役員報酬BIP信託引当金 120,000 145,000

その他 77,198 72,269

固定負債合計 197,198 217,269

負債合計 25,645,385 32,572,810

純資産の部

株主資本

資本金 4,711,021 4,712,900

資本剰余金 4,970,942 4,966,785

利益剰余金 6,651,114 7,134,379

自己株式 △265,236 △265,236

株主資本合計 16,067,842 16,548,828

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 134,960 112,969

為替換算調整勘定 △18,578 △32,585

その他の包括利益累計額合計 116,382 80,384

新株予約権 2,126 1,077

純資産合計 16,186,351 16,630,290

負債純資産合計 41,831,736 49,203,101
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

売上高 4,162,976 5,730,587

売上原価 858,011 1,297,883

売上総利益 3,304,965 4,432,703

販売費及び一般管理費 ※１ 1,817,052 ※１ 2,553,548

営業利益 1,487,912 1,879,155

営業外収益

受取利息 3,962 3,119

受取配当金 5,091 6,327

持分法による投資利益 6,682 22,861

投資事業組合運用益 － 7,672

未払配当金除斥益 1,050 933

受取賃貸料 7,073 8,852

受取手数料 8,704 11,755

為替差益 24,234 －

その他 767 4,705

営業外収益合計 57,566 66,230

営業外費用

支払利息 1,141 1,677

匿名組合投資損失 3,788 －

投資事業組合運用損 3,043 －

賃貸費用 6,932 8,689

為替差損 － 16,022

その他 6 70

営業外費用合計 14,911 26,459

経常利益 1,530,567 1,918,926

特別利益

投資有価証券売却益 30,766 －

特別利益合計 30,766 －

特別損失

固定資産除却損 523 2,574

特別損失合計 523 2,574

税金等調整前四半期純利益 1,560,809 1,916,352

法人税、住民税及び事業税 607,954 717,420

法人税等調整額 17,211 47,176

法人税等合計 625,165 764,596

四半期純利益 935,644 1,151,756

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,716 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 937,361 1,151,756
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

四半期純利益 935,644 1,151,756

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 32,100 △21,991

為替換算調整勘定 △2,726 △14,006

その他の包括利益合計 29,373 △35,998

四半期包括利益 965,017 1,115,757

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 966,515 1,115,757

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,498 －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,560,809 1,916,352

減価償却費 141,255 167,763

のれん償却額 4,686 1,300

引当金の増減額（△は減少） 54,959 115,925

受取利息及び受取配当金 △9,053 △9,447

支払利息 1,141 1,677

為替差損益（△は益） △24,311 15,760

持分法による投資損益（△は益） △6,682 △22,861

匿名組合投資損益（△は益） 3,788 －

投資事業組合運用損益（△は益） 3,043 △7,672

固定資産除却損 523 2,574

投資有価証券売却損益（△は益） △30,766 －

売上債権の増減額（△は増加） △107,893 △575,661

リース債権の増減額（△は増加） － △2,419,322

たな卸資産の増減額（△は増加） 366 △2,008

前渡金の増減額（△は増加） △357,778 △888,126

未収入金の増減額（△は増加） △273,424 △198,127

仕入債務の増減額（△は減少） 28,757 283,304

未払金の増減額（△は減少） 267,652 592,110

預り金の増減額（△は減少） 6,577,046 5,739,215

その他 △272,687 △61,490

小計 7,561,433 4,651,265

利息及び配当金の受取額 4,737 3,479

利息の支払額 △1,141 △1,677

供託金の預入による支出 △10,025 △350,000

法人税等の支払額 △703,677 △851,198

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,851,327 3,451,868

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,085 △8,409

無形固定資産の取得による支出 △161,167 △281,369

投資有価証券の取得による支出 △434,046 △1,373,026

投資有価証券の売却による収入 63,159 －

その他の関係会社有価証券の取得による支出 △125,000 －

関係会社株式の取得による支出 － △124,950

投資事業組合からの分配による収入 30,092 30,328

敷金の差入による支出 △31,181 △1,004

その他 △540 △30,051

投資活動によるキャッシュ・フロー △660,768 △1,788,483

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 3,002 2,749

自己株式の取得による支出 △513 －

配当金の支払額 △516,603 △597,859
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △6,076

その他 △20,820 △24,517

財務活動によるキャッシュ・フロー △534,934 △625,703

現金及び現金同等物に係る換算差額 22,725 △23,366

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,678,349 1,014,314

現金及び現金同等物の期首残高 20,349,309 30,113,605

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 26,027,658 ※１ 31,127,920

   



― 14 ―

【注記事項】

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を

第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰

余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しており

ます。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表

及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株

式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連

結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連

して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分離

等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわた

って適用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

給与手当 654,510千円 730,953千円

賞与引当金繰入額 166,617 208,704

その他の引当金繰入額 29,500 207,100

役員報酬BIP信託引当金繰入額 25,000 25,000

貸倒引当金繰入額 92,060 112,487

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 26,068,138千円 31,171,552千円

役員報酬BIP信託別段預金 △40,480 △43,632

現金及び現金同等物 26,027,658 31,127,920
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年３月31日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月21日
定時株主総会

普通株式 518,041 30.00 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

(注) 当社は、平成26年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、配

当金については、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月20日
定時株主総会

普通株式 668,491 18.00 平成27年９月30日 平成27年12月21日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年３月31日)

当社グループはクレジットカード等の決済代行事業のみを行う単一事業会社であるため、記載を省略しております。

Ⅱ．当第２四半期連結累計期間(自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、決済代行事業と金融関連事業を報告セグメントとしており、各報告セグメントに含まれる事業

は以下のとおりであります。

(決済代行事業)

オンライン課金分野や継続課金分野などに係わる加盟店に対して提供する決済業務が効率よく実現できる決済

代行サービス及びそれに付随するシステム開発など

(金融関連事業)

信用リスクを伴う後払い型の決済サービス「GMO後払い」、「早期入金サービス」・トランザクションレンディン

グ・「GMO-PG送金サービス」などのマネーサービスビジネス(MSB)
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

決済代行
事業

金融関連
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 4,189,434 947,523 5,136,958 593,629 5,730,587 － 5,730,587

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － 221 221 △221 －

計 4,189,434 947,523 5,136,958 593,850 5,730,808 △221 5,730,587

セグメント利益 2,488,036 95,879 2,583,915 76,479 2,660,394 △781,239 1,879,155

(注) １．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、GMO-PG集客支援サービス、SSLサー

バー証明書の提供、配送サービスなどを含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配賦していない全社費用△814,890千円及びセグメント間

取引消去33,650千円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループはクレジットカード等の決済代行事業のみを行う単一事業会社でありましたが、第１四半期連結会

計期間より、量的な重要性が増加したことに伴い、報告セグメントの区分を決済代行事業と金融関連事業に変更

しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間に用いた報告セグメントに基

づき作成すると以下のとおりになります。

前第２四半期連結累計期間

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

決済代行
事業

金融関連
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 3,488,154 298,959 3,787,113 375,862 4,162,976 － 4,162,976

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － － 693 693 △693 －

計 3,488,154 298,959 3,787,113 376,555 4,163,669 △693 4,162,976

セグメント利益又は
損失(△)

2,051,661 △25,813 2,025,847 42,908 2,068,756 △580,844 1,487,912

(注) １．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、GMO-PG集客支援サービス、SSLサー

バー証明書の提供、配送サービスなどを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配賦していない全社費用△608,011千円及びセグ

メント間取引消去27,167千円であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 27円14銭 31円01銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 937,361 1,151,756

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

937,361 1,151,756

普通株式の期中平均株式数(株) 34,535,970.32 37,145,234.97

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円12銭 31円00銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 21,709 2,604

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―――――― ――――――

(注) 「普通株式の期中平均株式数」の算出にあたっては、役員報酬BIP信託の所有する当社株式が配当請求権を有し

ていることから、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を適正に開示

するため、自己株式数には含めておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

   



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年５月11日

ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中塚 亨 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙橋 篤史 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯペイメン

トゲートウェイ株式会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

28年１月１日から平成28年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年10月１日から平成28年３月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社及び連結子会社の平成28

年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

   


